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平成２４年１１月２７日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官 

平成●●年（○○）第●●号 債権差押処分取消請求事件 

口頭弁論終結日 平成２４年８月２４日 

 

判     決 

原告          Ｘ 

被告          国 

処分行政庁       東京国税局長 

 

主     文 

１ 原告の請求を棄却する。 

２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 

東京国税局長が平成２１年７月８日付けで原告に対してした別紙定期預金目

録記載の預金債権に対する差押処分を取り消す。 

第２ 事案の概要 

本件は、処分行政庁が、原告名義の別紙普通預金目録１ないし３記載の各預

金（以下、それぞれ「本件普通預金１」、「本件普通預金２」、「本件普通預

金３」といい、これらの普通預金を合わせて「本件各普通預金」という。）か

ら平成２１年２月２７日に払い戻された金員を預け入れて同日に口座開設され

た原告名義の別紙定期預金目録記載の定期預金（以下「本件定期預金」という。）

に係るＡ信用金庫に対する債権（以下「本件定期預金債権」という。）が原告

の父Ｂ（以下「Ｂ」という。）に帰属すると判断して、Ｂに係る滞納国税債権

を徴収するために、同年７月８日付けで本件定期預金債権に対する差押処分を
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行ったところ、原告が、①原告が第三者から贈与を受けた金員が本件定期預金

の原資となっていること、あるいは②原告がＢから贈与を受けた本件各普通預

金が本件定期預金の原資となっていること、あるいは③本件定期預金の口座開

設時にＢから原告に本件定期預金が贈与されたことから、本件定期預金債権は

Ｂではなく原告に帰属するもので、上記差押処分は違法であると主張して、そ

の取消しを求めている事案である。 

１ 争いのない事実等（証拠等により容易に認められる事実は、末尾に証拠等を

掲記した。） 

（１）原告（昭和６３年８月２日生）は、Ｂとその妻Ｃ（以下「Ｃ」という。）

との間の唯一の子である。 

Ｂは、約４０年前から、株式会社を設立するなどして外国人女性に稼働さ

せるスナック等約３０店舗の経営を行い、外国人女性の招へいについては、

株式会社ＤのＥ（以下「Ｅ」という。）に任せていたが、Ｅは、平成２１年

４月２日に死亡した（甲１１）。 

Ｆ（以下「Ｆ」という。）は、Ｂの母親、原告の祖母であり、Ｂらと同居

して生活している（証人Ｂ）。 

（２）本件普通頭金１の口座は原告が１１歳であった平成１２年６月６日に、本

件普通預金２の口座は原告が１７歳であった平成１８年２月１７日に、本件

普通預金３の口座は原告が９歳であった平成１０年３月２３日に、それぞれ

開設された。 

原告名義の本件定期預金の口座は、原告が２０歳であった平成２１年２月

２７日に、本件普通預金１から払い戻された２７００万円、本件普通預金２

から払い戻された１７７万８３８４円より２万１３４３円を控除した１７５

万７０４１円及び本件普通預金３から払い戻された４４７万６２３０円の合

計額３３２３万３２７１円を原資として開設された。 

（３）Ｂは、別紙租税債権目録記載の各租税債権（以下「本件租税債権」という。）
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を各納期限までに完納しなかったため、小田原税務署長は、平成２０年４月

２２日、同年８月２６日及び同年９月２５日、国税通則法３７条１項に基づ

き、Ｂに対し、納付を督促した。 

小田原税務署長は、平成２０年５月２２日、同年９月２５日及び同年１０

月２２日、国税通則法４３条３項に基づき、処分行政庁に対し、本件租税債

権について徴収の引継ぎを行った。 

東京国税局徴収職員は、平成２１年４月２１日、国税徴収法１４２条に基

づき、Ｂの自宅の捜索及びＢの取引金融機関における預金調査を一斉に行っ

た（以下「本件一斉調査」という。）。 

東京国税局徴収職員は、平成２１年７月８日、Ｂに対する本件租税債権を

徴収するため、国税徴収法４７条１項及び同法６２条１項に基づき、本件定

期預金債権を差し押さえる（以下「本件差押処分」という。）とともに、同

日、債権差押通知書を第三債務者であるＡ信用金庫久野支店に送達した。 

原告は、平成２１年９月８日、本件差押処分を不服として、処分行政庁に

対し、国税通則法７５条１項２号イの規定に基づき、異議申立てをした（以

下「本件異議申立て」という。）。これに対し、処分行政庁は、平成２１年

１１月２５日、本件異議申立てを棄却する旨の決定をした。 

原告及びＢは、平成２１年１２月２４日、本件差押処分を不服として、国

税不服審判所長に対し、国税通則法７５条３項に基づき、審査請求（以下「本

件審査請求」という。）をした。これに対し、国税不服審判所長は、平成２

２年１１月１９日、本件審査請求のうち、原告の請求を棄却し、Ｂの請求を

却下する旨の裁決をした。 

２ 争点 

（１）原告が贈与を受けた金員が本件定期預金の原資になったか否か 

ア Ｆから原告への贈与の有無 

イ Ｅから原告への贈与の有無 
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ウ お年玉等の原告への贈与の有無 

（２）Ｂから原告に本件各普通預金が贈与されたか否か 

（３）Ｂから原告に本件定期預金が贈与されたか否か 

３ 争点に対する当事者の主張 

（１）原告が贈与を受けた金員が本件定期預金の原資になったか否か 

（原告の主張） 

ア 原告は、平成１８年６月ころ、Ｆから、８００万円と１５０万円の２回

に分けて、現金合計９５０万円の贈与を受けた。Ｂは、Ｆから上記現金の

交付を受けたが、上記９５０万円のうち７５０万円を不動産の売買契約の

手付金等に流用し、残金２００万円を同月３０日に本件普通預金１に預け

入れた。 

イ 原告は、平成１８年７月ころ、Ｅから、現金１６００万円の贈与を受け

た。Ｂは、Ｅから上記現金の交付を受け、上記１６００万円を同月１２日

に本件普通預金１に預け入れた。 

ウ Ｂは、約３０店舗の飲食店等を経営しており、Ｂの自宅に年始のあいさ

つに訪れる店舗関係者からの原告へのお年玉は、毎年３０万円を下らなか

った。また、Ｂの取引先、友人、親族等からの原告へのお年玉は、毎年６

０万円を下らなかった。このほか、原告が親族、Ｂの取引先等から入学祝

いや卒業祝いをもらうこともあり、原告名義の口座を作成してからの９年

間で原告が贈与を受けた金額の合計は、控えめにみても７５０万円を下る

ことはなかった。 

エ Ｂは、本件定期預金の口座開設に当たり、上記アないしウの贈与の合計

額である３３００万円とほぼ同額であり、同口座開設時に用意することが

できた３３２３万３２７１円を本件定期預金に預け入れているから、本件

定期預金は、原告が贈与を受けた金員を原資としており、本件定期預金債

権は、原告に帰属する。 
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（被告の主張） 

ア Ｆから原告に対する贈与については、原告は、本件一斉調査直後にＦか

らお年玉を貰ったことはあるがまとまったお金をもらったことはない旨供

述していること、贈与額である９５０万円が本件普通預金１に入金されて

いないこと、原告がＦからの贈与の事実を了知した経緯について、原告、

Ｂ及びＦの供述内容に食い違いがあること、原告が贈与税を納付していな

いことなどからすれば、原告が主張するＦから原告に対する贈与の事実は

認められない。 

イ Ｅから原告に対する贈与については、Ｅが世話になったのは原告ではな

くＢであるところ、１６００万円もの大金をＢではなく原告に贈与するこ

とは不自然であって贈与の動機に乏しい上、原告は、本件一斉調査直後に

Ｅからお年玉を貰ったことはあるがまとまったお金をもらったことはない

旨供述していること、ＥがＢに現金を渡した経緯に関するＢの供述が変遷

していること、原告が贈与税を納付していないことなどからすれば、原告

が主張するＥからの贈与の事実は認められない。 

ウ 原告がお年玉や祝い金などとして９年間で受けた贈与については、原告

が主張する合計７５０万円という金額は、未成年の子供が受け取るお年玉

等の金額としては多額に過ぎる上、その受領期間を原告名義の口座を作成

してからの９年間に限定している根拠が明らかでなく、また、本件定期預

金の原資が贈与を受けたお年玉等であることについては何ら具体的な証拠

に基づかないものであるから、原告が主張するお年玉等７５０万円以上の

贈与の事実は認められない。 

エ したがって、原告が主張するアないしウの贈与が本件定期預金の原資と

なった事実は認められない。 

（２）Ｂから原告に本件各普通預金が贈与されたか否か 

（原告の主張） 
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Ｂは、本件各普通預金に入金される金員を原告に贈与する意思で、原告

の法定代理人親権者として本件各普通預金の口座を開設し、原告の法定代

理人親権者としてこれを管理していたものであるから、本件各普通預金を

原告に贈与したというべきである。 

本件定期預金は、原告がＢから贈与を受けた本件各普通預金を原資とし

ているから、本件定期預金債権は、原告に帰属する。 

（被告の主張） 

Ｂは、本件各普通預金から多額の金員を出金して自らの事業資金に流用

しており、しかもそのような利益相反行為を行いながら、これについて民

法８２６条所定の特別代理人の選任を請求せず、原告が成人した後も遅滞

なく民法８２８条所定の管理の計算を履践しないなど、原告の財産管理者

の行為とはおよそ考えられない行動をとっており、Ｂが本件各普通預金を

原告に贈与した事実及び原告の法定代理人親権者としてこれを管理してい

た事実は、認められない。 

（３）Ｂから原告に本件定期預金が贈与されたか否か 

（原告の主張） 

仮に、本件各普通預金に係るＡ信用金庫に対する債権（以下「本件各普

通預金債権」という。）がＢに帰属するとしても、Ｂは、原告がそれまで

に贈与を受けた金額として合計３３２３万３２７１円を預け入れて本件定

期預金の口座を開設しており、原告もこれを承諾しているから、本件定期

預金の口座を開設した時点で、Ｂから原告に本件定期預金が贈与されたと

いうべきである。 

（被告の主張） 

原告は、Ｂから本件定期預金の贈与を受けたという認識は全くなく、Ｂ

が原告に対して本件定期預金を自己の財産として贈与する意思表示をした

とは認められない。また、原告には本件定期預金の管理処分権限はなく、



 

 7 

原告がＢやＣに本件定期預金の管理を委任した事実も認められないから、

本件定期預金の口座が開設された時点におけるＢから原告への本件定期預

金の贈与の事実は認められない。 

第３ 争点に対する判断 

１ 争点（１）（原告が贈与を受けた金員が本件定期預金の原資になったか否か）

について 

（１）一般に、定期預金契約においては、原則として当該定期預金として預け入

れた金員の出捐者をもって定期預金の預金者と解するのが相当であると解さ

れるところ（最高裁判所昭和５２年８月９日第二小法廷判決・民集３１巻４

号７４２頁、昭和５７年３月３０日第三小法延判決等参照）、原告は、原告

がＦ及びＥから贈与を受けた金員並びに原告が贈与を受けたお年玉等が本件

定期預金の原資となったから、本件定期預金債権は原告に帰属する旨主張す

るので、まず、この点について検討する。 

（２）争点（１）ア（Ｆから原告への贈与の有無）について 

原告は、平成１８年６月ころ、Ｆから原告に対し現金合計９５０万円の贈

与がされ、Ｂが、そのうち７５０万円を不動産の売買契約の手付金等に流用

したものの、残金２００万円を同月３０日に本件普通預金１に入金しており、

原告がＦから贈与を受けた金員が本件定期預金の原資となった旨主張する。 

確かに、証拠（甲２の１、乙１１）によれば、平成１８年６月３０日に本

件普通預金１に２００万円が預け入れられている事実が認められるものの、

これがＦからの贈与金を原資とするものであることを裏付ける客観的な証拠

はないし、原告がＦから贈与を受けた９５０万円のうち７５０万円をＢが自

己の手付金等に流用したという主張自体、Ｆからの贈与の事実を疑わせるも

のである。 

また、原告は、Ｆから原告に対する上記贈与がされた後間もなく、Ｆ及び

Ｂから原告に対して上記贈与の事実が伝えられた旨主張するものの、原告は、
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本件一斉調査直後である平成２１年４月２２日、国税局の担当者に対し、Ｆ

から原告に対する贈与について、「お年玉は貰ったことがあるけれど、まと

まったお金をもらったことはない。」と述べ、Ｆから９５０万円を贈与され

た事実を明確に否定する供述をしたことが認められる（乙１）。このような

供述をした理由について、原告は、本人尋問において、本件一斉捜査の際、

「今回の問題はお父さんとお母さんの問題で、君の問題じゃないから、分か

らないことは分からないっていうふうに、何も答えなくても大丈夫だ。」と

弁護士から助言を受けて、自分がよく確認していないことを口に出すのはや

めようと思った（原告本人・調書６、７頁）、自分の発言がきっかけで両親

が逮捕されたり、何か起きてしまうのではないかと怖かった（原告本人・調

書７、２２頁）などと供述する。しかしながら、そもそも上記弁護士の原告

に対する助言が、原告の記憶にあることについてあえて虚偽の発言をするこ

とを促すものであるとは解し難いことはもとより、一般にＦから原告に対す

る贈与の事実が両親の逮捕等につながるものとは考えられず、むしろ証拠（乙

１）によれば、原告は、国税局の担当者に対し、自分が管理しているＧ銀行

及びＨ銀行の口座については支店名から口座番号まで具体的かつ詳細に述べ

ているのであって、原告がＦからの９５０万円の贈与の事実を知っていなが

ら、あえて「もらったことはない」という虚偽の事実を述べる合理的理由は

乏しいといわざるを得ない。 

そして、Ｆから原告に対する贈与の事実について、Ｆは、原告に対して最

初は金額を言わずに原告にあげる金をＢに渡したことのみを告げ、後日原告

に金額を伝えた旨陳述し（甲８）、原告は、Ｆから、お金をＢに預けたと説

明された旨陳述したが（甲１０）、原告は、原告本人尋問においては、９５

０万円の贈与についてＦから直接報告を受けたことはない（原告本人・調書

１６頁）旨供述するなど、Ｆと原告の供述内容に齟齬がみられる上、原告自

身の供述も変遷しているところ、その理由について何ら合理的な説明はされ
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ていない。 

そして他に、原告が平成１８年６月ころＦから現金合計９５０万円の贈与

を受けた事実を認めるに足りる証拠はない。 

（３）争点（１）イ（Ｅから原告への贈与の有無）について 

原告は、平成１８年７月ころ、Ｅから原告に対し現金１６００万円の贈与

がされ、Ｂがこれを同月１２日に本件普通預金１に入金し、原告がＥから贈

与を受けた金員が本件定期預金の原資となった旨主張する。 

確かに、証拠（甲２の１、乙１１）によれば、平成１８年７月１２日に本

件普通預金１に１６００万円が預け入れられている事実が認められるものの、

これがＥからの贈与金を原資とするものであることを裏付ける客観的な証拠

はない。 

そして、原告は、本人尋問において、Ｅから原告に対する上記贈与がされ

た後間もなく、Ｃ及びＢから原告に対して上記贈与の事実が伝えられた旨供

述するものの、原告は、本件一斉調査直後である平成２１年４月２２日、国

税局の担当者に対し、Ｅから原告に対する贈与について、「お年玉は貰った

ことがあるけれど、まとまったお金をもらったことはない。」と述べ、Ｅか

ら１６００万円を贈与された事実を明確に否定する供述をしたことが認めら

れる（乙１）ところ、この供述が虚偽の事実を述べているとは考えられない

ことは、上記（２）で述べたところと同様である。 

さらに、Ｂは、本件審査請求において、Ｅから原告に対する上記贈与の経

緯について、平成２１年２月に家族会議を行った際に、Ｃと原告から、Ｅが

原告に１６００万円をやると言って１６００万円をもらったと聞かされた旨、

また、Ｅは、Ｂに内緒で原告に１６００万円を渡したのであるから、１６０

０万円については、ＢはＥからは何も聞いていない旨の供述をしていたこと

が認められる（乙９）。しかし、Ｂは、陳述書（甲１１）及び証人尋問にお

いて、平成１８年７月にＥがＢの事務所を訪れて、Ｂに現金１６００万円を
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手渡した旨供述を変還させているところ、その理由について何ら合理的な説

明を行っておらず、真にＥから原告に対してこのような多額の贈与があった

とすれば、その金員の交付等に関する事実について、供述が変遷することは

通常考え難い。 

そして、仮にＥが仕事の関係でＢに恩義を感じていたとしても、Ｅと原告

は、Ｂの経営する会社の新年会や忘年会の旅行において、原告の幼少時は毎

年、原告が高校に進学した後は２年に１回程度顔を合わせてあいさつをする

程度の関係にすぎないというのであるから（原告本人）、Ｅが原告に対して

１６００万円もの多額の贈与をする動機としては首肯し難いといわざるを得

ない。 

そして、他に原告が平成１８年７月ころＥから現金１６００万円の贈与を

受けた事実を認めるに足りる証拠はない。 

（４）争点（１）ウ（お年玉等の原告への贈与の有無）について 

原告は、Ｂの店舗関係者、取引先、友人、親族等から原告へのお年玉は、

毎年９０万円を下らず、その他原告への祝い金等を加えると、原告名義の口

座を作成してからの９年間で原告が第三者から贈与を受けた金額の合計は、

控えめにみても７５０万円を下ることはなく、これが本件定期預金の原資に

なった旨主張する。 

しかし、毎年、原告が具体的に誰からいくらの金額のお年玉や祝い金をも

らったかについて、その裏付けとなるような資料は存在しない上、そもそも

Ｂが約３０店舗の飲食店等を経営していたことを考慮しても、未成年の子供

が毎年９０万円以上もの多額のお年玉をもらっていたとは通常考え難く、本

件各普通預金の毎年の入金状況（甲２の１・２、甲３、４、乙１１）を子細

に検討しても、年始に９０万円前後のまとまった金額の入金がされている事

実は全くうかがわれない。 

そして、他に原告が合計７５０万円以上のお年玉等の贈与を受け、これが
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本件定期預金の原資となった事実を認めるに足りる証拠はない。 

（５）したがって、原告がＦ及びＥから贈与を受けた金員並びに原告が贈与を受

けたお年玉等が本件定期預金の原資となったから、本件定期預金債権は原告

に帰属する旨の原告の主張は、理由がない。 

２ 争点（２）（Ｂから原告に本件各普通預金が贈与されたか否か）について 

（１）本件定期預金は、前記争いのない事実等（２）記載のとおり、平成２１年

２月２７日に本件各普通預金から払い戻された金員を原資としているところ、

原告は、Ｂが、本件各普通預金に入金される金員を原告に贈与する意思でそ

れらの口座を開設したのであるから、本件各普通預金を原告に贈与したとい

うべきであり、したがって本件各普通預金を原資とする本件定期預金債権は

原告に帰属する旨主張する。 

（２）そこで、Ｂが原告に対して本件各普通預金を贈与する意思を有していたか

を検討するに、まず、本件各普通預金の口座の利用状況をみると以下のとお

りである。 

ア 本件普通預金１について 

証拠（甲２の１、２、乙１１）によれば、本件普通預金１には、平成１

２年６月６日の口座開設時に１万円が預け入れられ、同月８日に３６００

万円の振込入金がされ、その後、合計２７回、総額２億２３６８万０８９

６円の入金がされていることが認められるところ、口座が開設されたとき

原告は１１歳であり、これらの入金がされたときに原告が稼働等により頻

繁に多額の収入を得ていたことを認めるに足りる証拠はないから、これら

の金員は、Ｂの事業等に関して入金されたものであると推認される。そし

て、証拠（甲２の１、２、乙１１）によれば、本件普通預金１からは、平

成１２年６月１４日に３６００万円が払い出され、その後、平成１６年３

月１８日から平成１９年２月１９日までの間に、合計２５回、総額１億９

４６７万９０００円の出金がされていることが認められ、その頻度や回数、
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金額と上記のような原告の事情からすれば、これらの出金はいずれもＢが

その事業等で利用するために行ったもので、本件普通預金１の口座は専ら

Ｂが自らのために利用していたものであると推認され、これを覆すに足り

る証拠はない。 

イ 本件普通預金２について 

証拠（甲３、１１、乙１１、１６）によれば、本件普通預金２の口座は、

貸金庫を開設して使用料の引落しをするために開設されたものであること、

本件普通預金２には、平成１８年２月１７日の口座開設時に５万０４００

円が預け入れられ、その後、同月２０日に貸金庫手数料の払戻しとして２

１００円が入金され、同年１２月２０日、平成２０年１０月１４日には、

手形小切手による１１０万円、５０万円の各入金がされ、さらに平成２１

年２月１８日に１６５０万７２３８円、同月２７日に３１４８万６５４０

円がそれぞれ入金されたことが認められるところ、本件普通預金２の口座

が開設されたとき、原告は１７歳であり、同人に貸金庫を開設する必要性

があったことを示す証拠はなく、しかも、平成１８年及び平成２０年の１

１０万円、５０万円の各入金は、手形小切手によるものであり、平成２１

年の入金は合計約４８００万円という多額に及んでいることからすれば、

後に述べるように明確に原告のアルバイト代金の振込入金分である２万円

強を除くその余の金員はＢの事業等に関して入金されたものであったと推

認され、これを覆すに足りる証拠はない。 

なお、証拠（甲３、１２、乙１、１１）によれば、平成２０年１１月１

０日、同年１２月１０日、同月２６日の３回に分けて合計２万１３４３円

（以下「本件アルバイト代金」という。）が原告のアルバイト先から本件

普通預金２に給与として振り込まれたことが認められ、これらの本件アル

バイト代金は原告に帰属するものであると解される。しかしながら、証拠

（甲１２）によれば、原告のアルバイト先が給与振込口座としてＡ信用金
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庫本店の口座を指定したことから、原告が、本件アルバイト代金の振込先

とする手続をとったことが認められ、本件普通預金２に原告のアルバイト

代金が振り込まれたからといって、これ以外の本件普通預金２に入金され

た金員が原告の財産であると推認されることにならないことは前示の内容

から明らかである。 

ウ 本件普通預金３について 

証拠（甲４、乙１１）によれば、本件普通預金３には、平成１０年３月

２３日の口座開設時に９５５万円が預け入れられ、口座開設当日から平成

１２年７月３１日までの間に、合計９３回、合計１億１９７０万３３７４

円の入金がされ（うち手形小切手による入金が４８回）、さらに平成２０

年４月１日に４０００万円の入金がされていることが認められるところ、

口座が開設されたとき原告は９歳であり、これらの頻繁かつ多額の入金が

原告の稼働の対価等であるとはおよそ考え難いことは前記のとおりであり、

しかも手形小切手による入金が数十回行われていることからすれば、これ

らの金員は、Ｂの事業等からの収入によるものと推認される。また、証拠

（甲４、乙１１）によれば、本件普通預金３からは、合計５６回、総額１

億５９７９万５８６８円の出金がされたことが認められ、これらの出金も

またＢがその事業等で利用するために行ったもので、本件普通預金３の口

座は専らＢが自らのために利用していたものであると推認され、これを覆

すに足りる証拠はない。 

（３）確かに、原告が主張するとおり、Ｂが原告名義の本件各普通預金の口座を

開設したころにおいて、一般に親が子供に贈与する意思で、子供名義の預金

口座を開設し、そこに金員を入金して、いずれ子供に必要が生じたときなど

に、その預金口座の通帳や印鑑を子供に渡し、子供がそれを使用するという

ことが事実上行われていたと思われる。 

しかしながら、上記（２）アないしウで認定した事実によれば、Ｂは、本
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件各普通預金の口座開設直後から、Ｂが行っている事業等による収入をこれ

らの口座に入金することはもとより、Ｂの事業等に必要な金員をこれらの口

座から出金しており、その金額は合計数億という多額に及び、その回数も多

く、頻度も高く、しかも手形小切手の決済の口座としても利用しているので

あって、このようなＢの行動は、子供である原告に贈与する意思で原告名義

の口座を開設して、その口座内の預金を子供に贈与しようとした者の行動と

しては不自然、不合理極まりないものであり、およそこれらの口座にある預

金を原告に贈与する意思であったとは考え難い。 

また、証拠（乙１８）によれば、Ｂは、本件各普通預金及び本件定期預金

を含めて、原告名義の預金口座を合計１７も開設しており、それらの預金の

平成２１年の残高の合計額は約６０００万円にも上っていたことが認められ

るところ、仮にＢが、真に原告に対して贈与する意思で原告名義の口座を開

設し、そこに金員を入金していずれ子供に使用させようとするのであれば、

そのような預金口座は１つないし数個程度で十分であり、合計１７もの原告

名義の口座を開設し、それらの口座に分散して入金をする必要はないと考え

られる。そして、前記認定のとおり、本件各普通預金の口座が、ほとんどＢ

の事業等に関する出入金を行う口座として利用されていることを考え合わせ

るならば、Ｂは、原告名義の口座を原告に贈与する意思で開設したのではな

く、自らの口座ではないことを仮装し、Ｂの事業に関する収入について、課

税や差押えを免れたり、相続税の負担を軽減しようとするなど、原告に贈与

する目的以外の理由でこれらの合計１７にも及ぶ原告名義の口座を開設した

ものと推認するのが相当である。さらに、真にＢが原告に本件各普通預金を

贈与したというのであれば、多額の贈与について当然に贈与税を納付する義

務が生じるところ、Ｂがそのような納税手続きを行ったことを示す証拠はな

いし、真に本件各普通預金債権が原告に帰属していたというのであれば、親

権者といえどもそれを原告に無断で自らの事業等のために流用することは利
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益相反行為として許されず、当然に民法８２６条に定める特別代理人の選任

を家庭裁判所に請求しなければならないところ、そのような請求をした形跡

は見当たらない。そして、仮に原告の主張に従えば、Ｂは、数億にも及ぶ子

供の財産を、法に則った手続きをとることもなく子供に無断で自分のために

流用したということになり、そうであれば横領行為として刑事罰を受けるこ

とにさえなりかねないことになる。 

（４）そして、他にＢが原告に対して、本件各普通預金を贈与した事実を認める

に足りる証拠はない。 

３ 争点（３）（Ｂから原告に本件定期預金が贈与されたか否か）について 

原告は、仮に本件各普通預金債権がＢに帰属するとしても、本件定期頭金の

口座を開設した時点で、Ｂから原告に対しで本件定期預金の贈与が行われたか

ら、本件定期預金債権は原告に帰属する旨主張する。 

しかしながら、原告は、本件一斉調査直後である平成２１年４月２２日、国

税局の担当者に対し、原告名義の預金について、「原告が管理しているＧ銀行

小田原支店  及びＨ銀行イチゴ支店  のほかに自分名義の預金口座がある

ことは知らない。」「Ａ信用金庫等に自分名義の預金があることは聞いたこと

がない。」と供述し、同席していたＣの「将来のために残しているお金がある

っていってあったじゃない」という問いかけに対して、「将来のために残して

あるとは聞いたことはあるが、金額がいくらでどこに預けてある等とは一切聞

いたことがない。」と供述している（乙１）のであって、原告が本件定期預金

の贈与契約があったと主張する時期に既に成人に達しており、原告の主張によ

れば自ら本件定期預金の贈与契約の当事者となったはずの原告が、当該贈与契

約を締結した認識がないというのであるから、真に贈与契約があったとするな

らば、およそ不可解というほかない。原告は、このような供述をした理由につ

いて、前述のとおり、本人尋問において、弁護士の助言を受けたことなどに加

え、国税局の担当者が威圧的で怖かったため、Ａ信用金庫等の口座については
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その存在を認識しながらも虚偽の供述をした（原告本人・調書２７ないし３０

頁）などと供述する。しかしながら、原告は、前述のとおり、国税局の担当者

に対して、自らのＧ銀行及びＨ銀行の各口座については支店名から口座番号ま

で具体的かつ詳細に供述しているのであり、そうでありながら、Ａ信用金庫の

口座についてはことさら虚偽の供述をした理由について何ら合理的な説明をし

ていないし、国税局の担当者による事情聴取の際にはＣも同席して上記のとお

り原告に対して誘導的な問いかけまでしているのであるから、およそ本件定期

預金の贈与契約をしていながら、その存在をあえて秘匿して虚偽の供述をした

とは考え難い。 

そうすると、本件定期預金の贈与契約については、その一方当事者である原

告が、当該契約が締結されたことを認識していないということになるのであっ

て、原告の主張する本件定期預金をＢから原告に贈与する旨の契約が締結され

たと認めることは到底できないといわざるを得ない。 

４ 以上によれば、本件定期預金債権は、原告ではなく、本件租税債権の滞納者

であるＢに帰属するものであって、他に本件差押処分が違法であることをうか

がわせる事実はないから、本件差押処分は、適法である。 

第４ 結論 

よって、原告の請求は理由がないからこれを棄却することとし、訴訟費用の

負担について、行政事件訴訟法７条、民事訴訟法６１条を適用して、主文のと

おり判決する。 
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